
 

 

 

 

 

【 まちの将来像４ 】 

 

市民・地域とともに備え、 

命と暮らしを守る安全安心のまち 
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1

災害用備蓄品の増強4-1-1

対応する
SDGs

現在、災害情報（避難情報等）は、屋外スピーカーや緊急速報メール、市ＨＰや公式
ＳＮＳなど様々な手段で発信しているが、これらでは情報を収集出来ない、いわゆる
情報弱者の方に対して、いつでも情報を提供できる環境整備を図る。

インターネットを利用しない（できない）、いわゆる情報弱者（登録者）の固定電話
やＦＡＸに対して、災害情報（避難情報等）を自動で発信する。
また、屋外スピーカーの放送内容が聞き取りにくい場合等に、指定の電話番号への架
電により放送内容を確認できる自動応答サービスを導入する。

担当課

危機管理課

方向性

R2

災害情報伝達における自動情報配信サービスの導入

4-1-1 地域防災計画等修正事業

R6

R4

R5

継続

①国や府の上位計画の修正に対応して地域防災計画の修正等を行う。
②市の機構改革などに伴う変更内容について反映する。
③地域防災計画との整合性を図った受援計画の策定に向けて取り組む。

継続

方向性

R2 新規

継続

R3

4-1-1

新規

継続

継続

継続

継続

継続

4-1-6 安威川ダムによる治水対策

R3

新たな災害対応等の課題を踏まえた国や府の上位計画の修正や市機構改革等の変更に
伴って、地域防災計画や業務継続計画などの修正等を行う。

担当課

危機管理課

R4

2

事業名

目的

事業名

3

4-1-2

4-1-3 建築物の耐震化の促進

4-1-4 上下水道施設の耐震化

内容

4-1-5 総合的な雨水対策の推進

R5

R6

1　施策の概要

施　策 4-1 災害への備えを充実させる

2

内容

4 取組

防災意識の高揚

3
施策の
方向性

防災体制の確立と防災意識の高揚を図り、行政や市民等が災害や有事に際しての役割を認識し備え
るとともに、耐震化の促進や雨水対策など災害に強い安全で安心して暮らせるまちづくりを進めま
す。

２　新規・拡充事業等

1

事業名

目的

4-1-1 防災体制の強化

R5 継続

新規完了

担当課

目的
避難所の生活環境の改善を図るとともに、災害時における携帯電話の利用ニーズに対
応するため、災害用の備蓄品の増強を行う。

危機管理課

方向性

R2 継続

内容
①投光器　　　　150台
②携帯充電器　　900台

R3 継続

R4 継続

R6 継続

4

事業名 4-1-1 国土強靭化地域計画の策定 担当課

目的
大規模災害等から市民の生命・身体・財産を保護するとともに、迅速な復旧復興がで
きる強靭なまちづくりを推進するため国土強靭化地域計画を策定する。

政策企画課

方向性

R2

内容
茨木市総合計画や総合戦略との整合性を図りつつ、東日本大震災や大阪府北部を震源
とする地震等から得られた教訓等を踏まえて策定する。

R3

R4

R5

R6
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２　新規・拡充事業等

ダム周辺道路整備事業4-1-6

通行障害建築物の耐震診断、耐震改修の推進4-1-3

水道施設更新・耐震化事業4-1-4

4-1-5 雨水整備事業

4-1-4

洪水・内水ハザードマップの更新4-1-2

下水道総合地震対策事業

洪水・内水ハザードマップを想定最大規模の降雨による浸水想定区域等に対応したハ
ザード情報に更新するとともに、啓発記事の充実を行う。

R3

淀川(国）及び安威川(府）の想定最大規模の降雨による浸水想定区域の見直しに対応
するため、ハザードマップの更新を行う。

危機管理課

R2

R6 継続

臨時拡充

R5 継続

5

事業名

目的

内容

継続

R4 継続

担当課

方向性

R3 継続

R4 継続耐震診断、耐震改修補助制度の対象に耐震診断が義務化されたブロック塀等を追加す
る。

6

事業名 担当課

目的
耐震改修促進法施行令の改正により、耐震診断義務化対象路線沿いの通行障害建築物
としてブロック塀等が追加されたことから、ブロック塀等を含めた当該建築物の耐震
化を促進する。

居住政策課

方向性

R2 拡充

内容
R5 継続

R6 継続

10

事業名 担当課

目的 水源地域整備計画に基づき、安威川ダム周辺の道路整備事業を推進する。

道路交通課

方向性

R2 継続

内容 車作１号線の整備を行う。

R3 完了

R4

R5

R6

7

事業名 担当課

目的
既設下水道管路及びポンプ場の耐震化を図るため、「下水道総合地震対策計画」に基
づき、下水道施設の耐震化工事を行う。

下水道施設課

方向性

R2 臨時拡充

内容
管路施設の耐震設計及び耐震化工事を継続して実施するとともに、令和２年度におい
ては第３期茨木市下水道総合地震対策計画を策定する。

R3 継続

R4 継続

R5 継続

R6 継続

9

事業名 担当課

目的
ゲリラ豪雨や大型台風等による大雨から浸水被害の軽減を図るため、「雨水基本構
想」に基づき、雨水整備を実施する。

下水道施設課

方向性

R2 継続

内容
分流区域において雨水管の整備や既設水路の拡幅等を進めるとともに、市内中心部
（中央排水区）においては貯留管及び増補管の整備に向けた取り組みを行う。

R3 継続

R4 継続

R5 継続

R6 継続

8

事業名 担当課

目的
今後想定される大規模災害等に備え、ライフラインとしての機能を果たすべく「施設
更新計画」に基づき、管路・施設の更新・耐震化を効率的・効果的に行う。

水道部総務課

方向性

R2 継続

内容
基幹管路の老朽管の更新に合わせて、耐震化を推進するとともに、配水池から重要給
水施設への管路の耐震化の優先度を上げて実施する。

R3 継続

R4 継続

R5 継続

R6 継続
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1

消防団充実強化事業4-2-1

感染防止対策事業4-2-2

救急業務の充実強化

3
施策の
方向性

多様な災害に即応する消防体制と高齢化社会に対応した救急体制の充実強化を図るとともに、防火
意識の向上に努め火災予防を推進します。

２　新規・拡充事業等

1

事業名

目的

1　施策の概要

施　策 4-2 消防・救急体制を充実強化する

2
対応する
SDGs

内容

4 取組

4-2-1 消防体制の充実強化

4-2-2

4-2-3 火災予防の推進

内容

2

事業名

目的

3

事業名

消防施設の適正な維持管理及び長寿命化を図るため、計画的に改修する。

担当課

消防総務課

方向性

R2 拡充

消防施設整備事業4-2-1

継続

縮小

拡充R6

R4

R5

令和2年度に北辰分署の改修、令和3年度に白川分署の設計委託しその翌年度に改修、
令和6年度に山手台分署の設計委託を行う。

R3 継続

消防署との連携強化を図るとともに、消防団の装備品を整備し活動しやすい環境づく
りを推進する。

①消防署・消防団合同訓練及び各分団連携訓練
②装備品等の整備

継続

継続

継続

継続

担当課

消防総務課

方向性

R2

R3

R4

R5

R6

縮小

方向性

継続

4

事業名 担当課

目的 救急隊の感染防止対策の体制整備を図る。

R6

救急救助課

継続

R2 拡充

内容
職員のインフルエンザウイルス感染による消防力の低下を未然に防ぐため、インフル
エンザワクチンを接種するとともに、救急隊員に対しては、風疹等の抗体検査及びワ
クチン接種を実施することにより、救急隊員の罹患や他者への感染拡大を防止する。

R3 継続

R4 継続

R5

4-2-1 消防車両・機器整備事業 担当課

目的
複雑多様化する各種災害に適切に対応するため、消防車両・資機材の整備を行い、消
防力の充実強化を図る。

警備課

方向性

R2 継続

内容
①消防車両等の整備、更新
②資機材等の整備、更新

R3 継続

R4 継続

R5 継続

R6 継続
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1

　通学路見守り用カメラ設置等事業4-3-1

臨時拡充

継続

継続

継続

担当課

危機管理課

方向性

R2

R3

R4

R5

R6

新規

通学路の安全対策として、全小学校区に防犯カメラを設置するとともに、街頭犯罪防
止のため、市内の犯罪発生危険箇所等に市管理の防犯カメラを設置する。

①防犯カメラの適正配置及び管理運用について、犯罪発生の状況等を踏まえ、警察及
び関係課と協議を行い、通学路見守り用カメラのリース契約更新時期にあわせて見直
しを行う。
②防犯カメラの更新にあたっては、セキュリティ対策と捜査機関への情報提供業務等
の負担が軽減できる機能のついた機種へ更新する。

２　新規・拡充事業等

内容

1

事業名

目的

4 取組

4-3-1 防犯環境の整備

4-3-2 防犯活動への支援及び市民の防犯意識の向上

4-3-3 多様な危機への体制整備

3
施策の
方向性

安全で安心な地域社会を実現するため、市民、事業者、警察及び行政が犯罪のないまちづくりに求
められる役割を分担するとともに、連携して、防犯対策の推進と防犯に対する意識の向上を図りま
す。また、多様な危機に関する情報収集と情報提供を行いながら対策を進めます。

1　施策の概要

施　策 4-3 防犯や多様な危機への対策を強化する

2
対応する
SDGs
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1

対応する
SDGs

R4

R5

R6

臨時拡充

継続

継続

継続

継続

担当課

市民生活相談課

方向性

R2

R3

未だ減少しない、あるいは新手の消費者トラブルなどが多発する中、トラブルの回避
や解決を図るため、消費生活センターの機能周知を行う。

イベントや紙媒体による啓発に加え、交付金を活用し、消費生活センターの周知映像
を作成の上、出前講座で活用するなど、各世代へ継続的に視覚、聴覚に訴える周知啓
発を行う。

継続

継続

継続

継続R6

R4

R5

成年年齢引下げを踏まえ、懸念される若年者の消費者被害の拡大防止を図る。

担当課

市民生活相談課

方向性

R2 臨時拡充

これまでの啓発手法に加え、新たに交付金を活用し、若者が理解しやすい啓発映像を
制作し授業での活用を図るほか、市内大学や高校と連携を図り、学園祭や文化祭など
のイベントに参加し啓発を継続するなど、集中的な周知啓発を実施する。

R3

内容

2

事業名

目的

２　新規・拡充事業等

1

事業名

目的

内容

4 取組

4-4-1 消費者教育・啓発の推進

4-4-2 消費者相談の充実

3
施策の
方向性

消費生活相談、消費者教育・啓発事業の充実を図りながら消費者意識を高め、自立した消費者を育
成するとともに、相談業務の充実や適切な情報提供などにより、消費者の安全安心の確保に取り組
みます。

1　施策の概要

施　策 4-4 消費者教育を推進する

2

消費生活センター機能周知促進事業

若者向け消費者教育・啓発推進事業

4-4-1

4-4-1
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